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総合資源エネルギー調査会 

省エネルギー・新エネルギー分科会／電力・ガス事業分科会 

再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会 

再生可能エネルギー長期電源化・地域共生ワーキンググループ（第３回） 

 

日時 令和４年 11月９日（水）13：01～14：46 

場所 オンライン開催 

 

１．開会 

 

○能村新エネルギー課長 

 それでは定刻でございますので、ただ今から、総合資源エネルギー調査会の下での長期

電源化・地域共生ワーキンググループ第３回会合を開催いたします。 

 本会合ですが、オンラインでの開催とさせていただきますので、何かトラブルや不明な

点がございましたら、事前に事務局からご連絡させていただいてございますメールアドレ

スや連絡先までご連絡いただければと思います。 

 それでは山内座長にこれからの進行をお願いいたします。よろしくお願いいたします。 

○山内座長 

 承知いたしました。それでは、議事に入りたいと思います。まずは事務局から本日の資

料ですね。これをご確認いただければと思います。 

○能村新エネルギー課長 

 事務局でございます。配布資料一覧にもございますけれども、議事次第、委員等名簿、

そして資料１といたしまして、制度的検討が必要な事項ということを挙げてございます。

また、参考資料１としまして、前回、各委員の方々からのご質問にご回答するような形で、

第２回再生可能エネルギー長期電源化・地域共生ワーキンググループ質問事項への回答と

いうことで、各団体、ヒアリングにご出席いただきました団体、委員の方々からの、また

オブザーバーの方々からのご回答を記されていただいてございます。以上でございます。 

 

２．説明・自由討議 

 （１）再生可能エネルギーの長期電源化及び地域共生に向けた制度的検討 

 

○山内座長 

 ありがとうございます。それでは、本日の進め方ですが、資料１ですね、これが基本的

に今日の議題の資料ということですが、これを事務局でご説明していただいて、その後、

議論ということにさせていただきます。それでは資料の説明をお願いいたします。 

○能村新エネルギー課長 
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 事務局でございます。資料１をご覧いただければと思います。スライド２ページ目です。

本日のご議論でございますけれども、これまで述べ２回会合を開かせていただきました。

前回第２回におきましては、関係団体の皆さまからヒアリングをさせていただいたところ

でございます。本日は、第１回での論点、そして前回の会合におけます関係団体の方々の

回答などもご参考にしていただきながら、主要論点に対する具体的な方向性につきまして、

ご議論をいただければと考えてございます。 

 スライドですが、３ページ目をご覧いただければと思います。第１回目の際に検討する

項目として挙げさせていただきましたものに赤く枠をくくってございます。本日ご議論い

ただきたいところについて赤枠をくくっているものでございます。３ページ目ですが、事

業実施段階の土地開発前のところで、検討項目として立地状況などに応じた手続の強化と

いうところについて本日、具体的な論点をご議論いただきたいと思ってございます。 

 続きまして４ページ目をご覧いただければと思いますが、ここの赤枠、横断的事項とい

たしまして、地域とのコミュニケーションの要件化、義務化という話、また事業譲渡の際

の手続強化、そして４つ目の論点ですが、認定事業者の責任の明確化といった、こうした

本日は、土地開発前と横断的事項のこの４つの項目につきましてご議論をお願いさせてい

ただければと思ってございます。 

○事務局 

 事務局でございます。今、音声が少し乱れているとご指摘をいただきましたので、少し

通信環境を改善してからご説明を再開させていただきます。今しばしお待ちください。 

○能村新エネルギー課長 

 大変失礼いたしました。事務局ですけれども、大丈夫でしょうか。改善したということ

で、すみません。 

 改めまして資料の３ページ目でございますけれども、本日ご議論いただきたい検討項目

といたしまして、赤枠でくくっているところが本日のご議論をいただきたいところでござ

います。土地開発前の段階では立地状況に応じました手続強化という点、また４スライド

目ですけれども、横断的事項といたしまして、地域とのコミュニケーションの要件化、事

業譲渡の際の手続強化、そして認定事業者の責任の明確化と、こうした土地開発前と横断

的事項の４つの項目につきまして、本日ご議論をいただければと考えております。 

 スライド５ページ目です。前回におきます各委員の皆さま方からの主なご意見というこ

とで、先ほど申し述べました４つの論点に関連するところでのご発言をまとめたものでご

ざいます。立地状況に関する手続強化の観点ですが、合理的な範囲を超えた事業制約とな

らないように留意が必要だということ。また４つ目のポツで書いていますけれども、事前

に立地状況に応じた手続強化という観点で、全部の法令ではなく、特に土地開発に関わる

許認可取得が念頭に置かれているということ。また、５つ目のポツですけども、こうした

関係法令の許認可の取得ということは、事業予見性が高まり、資金調達のハードルも下が

るといったご指摘もいただいてございます。 
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 地域とのコミュニケーションの要件化の関係でございます。電源種や規模に応じて必要

となる現実的な対応が異なるということのご指摘。また、２つ目のポツで書いていますけ

れども、さまざまなコミュニケーションを図っていくということであれば、むしろ既に各

電源ごとに自主的なコミュニケーションを図っているということでは、むしろ制度的に整

備していくことは実質的な問題にはならないのではないかといったご指摘もいただいてお

ります。 

 ６ページ目です。事業譲渡の際の手続強化ですが、地域共生に必要なことをしっかり伝

えていくことは最低条件ではないかといったご指摘。また、認定事業者の責任の明確化で

すが、委託元の責任についてどのように考えるかということ、などについてご指摘をいた

だいてございます。 

 その他事務局へのご指摘といたしまして、１つ目、バイオマス発電について、輸入チッ

プとの関係で大規模バイオマスにつきまして関連する業界団体の意見を聞くべきというご

指摘をいただいてございます。関係する団体にアプローチさせていただいていまして、次

回に資料のご提出をいただくという形の調整となってございますので、ご報告させていた

だきます。 

 ２つ目のポツですけれども、金融機関へのヒアリングを実施し、融資の実務との関係を

整理すべきといったご指摘をいただいてございます。本日、資料中の中でご説明を加えさ

せていただきたいと思います。 

 また、３つ目のポツですが、情報提供フォームに寄せられました風力関係の通報の内容

を整理していただきたいということで、これも説明の中で補足をさせていただきたいと思

います。 

 スライドですが、７ページ目、本日４つの論点ということでスライドを入れさせていた

だいてございます。１つ目の論点につきましてご議論をということで８ページ目以降でご

ざいます。再エネ特措法の認定と関係法令の許認可の関係でございます。これは現行の法

制度の整理でございます。 

 ２つ目の黒丸に書いていますとおり、条例を含めた関係法令の遵守ということなんです

が、認定時におきましては、許認可の取得までは求めておらず、関係法令の遵守を宣誓と

いうことを認定の申請段階で求めているというのが現行の状況でございます。ただ、関係

法令の許認可を取得せずに事業を実施している場合には、当然関係法令遵守違反というこ

とで、認定取消事由ということでございます。法律、そして具体的な施行規則、そして具

体的な認定申請書におきましてこのような形で具体化をしているというものでございます。 

 続きまして資料の９ページ目でございます。こうした現行の法制度の中におきましては、

認定時宣誓ということになってございますけれども、地域におけますさまざまなご懸念が

高まっているという中で、３つ目の黒丸で書いてございますとおり、認定手続の厳格化と

いうところの対応が必要じゃないかといったことが検討会の中での報告書におきましても、

具体的に指摘をされているというところでございます。 
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 また前回、山梨県さんのほうからご指摘いただいたとおり、林発の関係でご紹介いただ

きましたけれども、防災施設の工事完了前に売電を開始しているような、そういう森林法

違反の下での売電といったところも見られるぞといったご指摘もいただいているところで

ございます。 

 10 ページ目です。情報提供フォームへの通報の風力の関係での説明の補足になります。

前回ご紹介したとおり、2022 年２月末までに 46 件、風力関係での通報がございました。

具体的には左下に具体的な相談内容ということで、コミュニケーション不足を指摘いただ

くものが 13 件、関係法令とか条例違反ではないかといったご指摘が 13 件など、全体的な

太陽光におけますトラブルなどとの、傾向としてはコミュニケーション不足、関係法令・

条例違反という形で、近いような傾向にあるということでございます。右側に具体的な通

報内容の例を挙げていますが、割愛をさせていただきます。 

 こうした状況の中で個別論点１つ目でございます。手続強化の対象となる許認可につい

ての論点でございます。１つ目の黒丸に書いていますとおり、手続の強化をするというこ

とに当たりましては、要件化の対象となる許認可の範囲、これを明確にする必要があると

いうことでございます。 

 ２つ目ですが、基本的な考え方といたしまして、災害の危険性に直接影響を及ぼし得る

ような土地開発に関わる許認可については、周辺地域の安全性に特に強く関するというこ

とであり、かつ、一度許認可対象の行為が行われた場合には、原状回復が著しく難しくな

るということから、こうしたものにつきましては、申請時におけます申請要件化という形

により、認定手続厳格化を行う必要があるのではないかということでございます。 

 具体的な許認可の例といたしまして、林発ですとか、盛土規制法、また砂防三法などに

おけます許認可といったところが具体的に想定されるということでご紹介をさせていただ

いております。 

 ３つ目の黒丸です。こうした認定手続の厳格化につきましては、当然、電源ごとの実情

ですとか、許認可の手続に関することについて配慮しつつも、原則全ての再エネ電源を対

象としてはどうかというふうに考えているところでございます。 

 12 ページ目は前々回、１回目のときにもご紹介いたしました関係法令の例でございます。 

 資料の 13ページ目、論点の２つ目です。関係法令間の許認可手続におけます整合性への

対応ということでございます。１つ目の黒丸に書いていますとおり、安全確保ということ

と再エネの導入拡大ということを両立していくという視点に加えまして、関係法令間の許

認可手続における整合性の観点を踏まえた検討が必要だということでございます。 

 例示として風力におけます環境アセスの例を記させていただいてございます。例えば環

境アセスの対象として、現行のＦＩＴにおきましては、方法書の段階で申請を行うことが

可能になっているということでございますけれども、この後、実際には準備書、評価書の

段階になりまして、風車の配置など、そういったことも実際には変わり得て、準備書、評

価書の段階では具体的に固まってくるということでございます。 
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 従って、こういうある程度風車の配置などが固まった段階に、こうした当該計画の内容

を踏まえた許認可、ここでは例示として保安林の指定解除の例を入れていますけれども、

こうした段階で保安林指定解除などの申請を行うことが許認可などの趣旨を踏まえても合

理的だということで、ここでいうと環境アセスというところと保安林指定解除申請という

ところの許認可手続の関係性ということも十分留意する必要があるということをご紹介さ

せていただいてございます。 

 資料 14ページ目です。前回各団体の方々からヒアリングの際にも、土地の使用権原に関

するルールとして３年ルールですとか、180 日ルールに関連するご指摘もございました。

少しファクトをご紹介させていただきたいと思います。もともとＦＩＴ制度はご案内のと

おりでございますけれども、設備認定というところから法改正を踏まえまして、計画認定

という形になっていく際に、その計画を実施する際にしっかりと土地の使用権原が重要だ

ということで、原則、ボックスの中に書かせていただいていますけれども、土地の使用権

原を有するということを実際に証明していただくことが前提となっているということでご

ざいます。 

 しかしながら、例外の１つ目ということで、法律や条例などで環境アセスが求められて

いる風力・地熱の発電設備を設置する事業の場合におきましては、一度条件付きで認定を

するものの、こうした環境アセスなどを踏まえまして、その後、譲渡、賃貸証明書を３年

以内に添付、出していただくということをもって認定を完遂するという形の、そういった

例外がまず１つ目にあるということでございます。 

 加えまして例外の２つ目というところなんですが、これは土地の使用権原を地公体など

の公共機関が有しているという形で、そういう場合にはこうした公共機関と協議を開始し

ている旨を証する書類の添付があれば、条件付きで認定をし、180 日以内にそれをしっか

りと提出、書類を提出いただくといったことで、いずれも一度、条件付きで認定をした上

で、例外①の場合は３年、例外②の場合は 180 日という形でのそういった整理になってい

るものでございます。 

 15 ページ目ですが、今回は、土地の開発関係の手続などにつきまして、実際にＦＩＴの

申請の前に位置付けていくということを考えていく際に、どういうことを留意していくか

ということなんですけれども、１つ目の黒丸というところでは、開発までのリードタイム

など、また、先ほどの土地の使用権原を証する現行のルールなども参考にいたしますれば、

例えばということで、環境アセスの対象となる風力・地熱案件である場合におきましては、

今回、新たに土地の開発の許認可などでございますが、申請要件とする許認可につきまし

て、引き続き認定後に取得することを認めてはどうかということでございます。 

 これは環境アセスなどを事前にやっていかないと、こうした土地開発関係の許認可を取

得できないということとの関係でのこうした例外的な取り扱いということでございます。 

 ただ、こういった案件につきましても、２つ目の黒丸ですけれども、今回の手続強化と

いうことが、周辺地域の安全というところをしっかり担保していくということであり、か
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つ、一度工事などが着工されてしまいますと、原状回復も著しく困難であるということを

対象としていることを踏まえますと、厳格なルールを付した上での、例えば３年間の条件

付きの申請を認め、認定を行うということとしてはどうかということで、土地の使用権原

を証する書類に関するルールと併せながら、厳格な対応を行うこととしてはどうかといっ

た整理をさせていただいてございます。 

 １つ目のバーで書いていますとおり、例えば環境アセスの完了前や、環境アセスメント

終了後であっても、今回、申請要件で出します土地開発関係の許認可取得前に開発行為に

着手した場合には、当然認定を取り消すといったこと。また、ＦＩＴ／ＦＩＰの認定から

３年以内に許認可を取得し終え、届け出なければならないと。この期間内に許認可を取得

できなかった場合には認定を取り消すといった、こうした条件を付す形での認定というこ

とも例外的には措置し得るということではないかということでございます。 

 また併せまして３つ目の黒丸ですけれども、こうした規律の検討会におけます提言にお

きましても、電磁法などにおけます対応というところも含めて検討していくということで

ございますので、併せて具体化を進めていく必要があると考えてございます。 

 資料 16ページ目、３つ目の論点です。温対法の促進区域との連携というところでござい

ます。まさに促進区域というところにおきましては、環境保全以外の観点も含めて社会的

配慮・社会的条件などにつきましても、国の法令、また実際に市町村の考慮すべき区域事

項としまして、さまざまな関連する法令につきましても勘案しているということでござい

ます。こうした区域でございますので、再エネ特措法の認定申請における手続厳格化の面

におきましても、こうした促進区域との関係では例外的な対応ということも検討してはど

うかといったことでございます。 

 17ページ目は関係する法令を紹介させていただいてございます。 

 18 ページ目です。これは前回、委員からもご指摘をいただいてございます金融機関のヒ

アリングの結果をご紹介したいと思います。立地手続の強化などにおきまして、再エネ発

電事業におけます融資の影響について、私ども事務局のほうから全銀協さんのご協力をい

ただきまして、都市銀だけではなく、地銀、信金の方々の個別の金融機関に対しましても

ヒアリングを実施いたしました。 

 １つ目のチェックに書いていますとおり、ＦＩＴ認定だけではなく、関係法令、許認可

全体を取得できるかといったことを確認した上で融資を実効するよということ。また、そ

のためＦＩＴ認定取得ということだけをもって融資審査を行っているわけではないという

ことでございます。また、４行目に書いています、一部の関係許認可を認定申請要件とし

たとしても、融資のタイミングに与える影響はわずかではないかといったご指摘もござい

ました。 

 ２つ目のチェックですけれども、プロファイだけではなく、コーポレートでファイナン

スを行う場合でも、プロジェクトに関する関係許認可の取得は融資実行の前提になるんじ

ゃないかということ。一番最後のチェックにありますとおり、また関心表明などを含む融
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資審査というときにも、ＦＩＴ申請の有無が条件とされるということはなかなか考えづら

いんじゃないかといったご指摘でございました。 

 続きまして２つ目の論点でございます。地域とのコミュニケーション要件化でございま

す。20 ページ目をご覧いただきますと、再エネ特措法の現行のルールでございます。現行

のルールでは地域とのコミュニケーションが重要だということですけれども、２つ目の黒

丸に書いていますとおり、全ての電源におきましては、努力義務という形で、下に点線の

中、ガイドラインで、これは３つの太陽光・風力・バイオマスの例を抜いていますけれど

も、コミュニケーションをしっかりやっていくということ。自治体とも相談しながら住民

説明会の開催など、事業についての理解を得られるように努めるということで、努力義務

として位置付けられているものでございます。 

 21 ページ目です。しかしながら、さまざまな地元のご理解への懸念というところも高ま

っているということもございまして、こうした中で規律検討会におきましても、一定規模

以上の発電設備の場合には、説明会の開催など、地域への周知を義務化してはどうかとい

った具体的なアクションが盛り込まれているところでございます。こうした中で具体的な

論点を掲げさせていただいてございます。 

 22 ページ目です。１つ目の論点ですが、地域とのコミュニケーションの在り方といたし

まして、１つ目の黒丸に記載していますとおり、地域の理解醸成に向けて住民や自治体の

同意取得や、あるいは説明会開催を含めた周辺地域への事前周知など、さまざまなアプロ

ーチ、やり方があると考えられるところでございます。再エネ特措法におきまして、どう

いった対応を要件として求めるかにつきましては、しっかりと議論をいただく必要がある

んじゃないかと思ってございます。 

 １つ目の矢羽根に書いていますとおり、規律の検討会におきましては、地域の自治会の

合意ですとか住民合意などにつきましては、私人の同意を事業実施の際の義務として求め

ることは、財産権の関係で慎重であるべきといったご指摘もあったところでございます。 

 また２つ目の矢羽根ですが、地域の実情や事業の特性によって、適切なコミュニケーシ

ョンのやり方がさまざまであるということで、既に一部の自治体におかれましては、条例

等で実情に応じた追加的な対応プロセスがあるところなどもございますので、こうした一

律に自治体の関与を求めるというのではなく、自治体における裁量ということも当然尊重

していくということも重要だというふうに考えてございます。 

 こうした点などを踏まえますと、再エネ特措法で求める要件といたしましては、説明会

開催を含めた周辺地域への事前周知の義務化というところを念頭に、ＦＩＴ／ＦＩＰの認

定の申請要件といたしまして、国が一律求めていくということが適切ではないかというふ

うに考えられるところでございます。 

 23 ページ目は、地域とのコミュニケーションの手法といたしまして、さまざまなものが

あるということで、説明会の開催、現地の視察、またキーパーソンへの報告、そして自治

会・町内会への連絡・周知、また回覧板やメールなどを通じた通知法、連絡といったこと
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などもあるということでございます。 

 こうしたことも参考に、24 ページ目ですが、いわゆる事前周知に関わる対象範囲の考え

方ということでございます。１つ目の黒丸に書いていますとおり、要件化ということを検

討するに当たりまして、事業の規模、設置形態、また地域の実態などに合わせまして、事

前周知をしっかりと考えていく必要があるということでございます。 

 ２つ目の黒丸に書いていますとおり、周辺住民の方々、周辺の環境というところへの影

響を及ぼす可能性ということが高い事業については、より厳格な手続、これは例えば一定

の要件を満たす説明会の開催など、そういったことを求めていってはどうかということで

ございます。 

 具体的には電源の規模といたしまして、例えば 50ｋＷ以上の高圧につきましては、周辺

への影響を及ぼす可能性がより高いだろうということで、基本的には説明会の開催を求め

てはどうかということ。ただし小規模なものであっても、複数の電源が一定の距離内に集

合する場合など、こうした場合には説明会の開催が必要ではないかといったことでござい

ます。 

 ２つ目は電源の設置場所です。土砂災害警戒区域など、災害の影響を拡大してしまうよ

うな恐れがある高い地域におきましては、しっかりとこれは住民説明会を、仮に小さな 10

～50ｋＷの規模であってもしたほうがいいんじゃないかといった、そうしたエリアとして

考えたほうがいいんじゃないかといったことでございます。 

 ３つ目は電源の設置形態です。これは屋根置きの太陽光につきまして、どこに設置され

ているかということも、あと誰がどこにあるのかということも明確になってまいりますの

で、そういう場合には、野立ての太陽光と比べて、周辺住民への方々への配慮というとこ

ろの必要性は相対的に低くなるんじゃないかということ。 

 その他、他の制度との連携という観点からは、例えば温対法に基づく促進区域における、

場合における事前周知などが既にされている場合におきまして、そうした説明の内容が、

今回求めていく再エネ特措法上の説明会の要件、具体的内容を充足している場合には、事

業者の負担軽減の観点から柔軟な対応などが必要ではないかといったことを書かせていた

だいております。 

 ２つ目は柔軟な手続というところでは、例えば下のバー、２つ書いていますけど、標識

の事前設置ですとか、事業計画の内容をホームページやビラに掲載するとか、こういった

ことなども考えられるんじゃないかということでございます。その場合であっても、説明

会開催など、より厳格な手続の実施ということは引き続き努力義務として求めてはどうか

といった、こうした厳格な対応と柔軟な手続ということを含めて整理をしていく必要があ

るんじゃないかということでございます。 

 それを模式的に示したのが 25ページ目でございます。まず特段の要件化が必要ないだろ

うということは 10ｋＷ未満の住宅用の太陽光のところについては、今回の事前周知の要件

化、義務化というところの要件化は、必要はないんじゃないかというふうに考えられるも
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のでございます。一方で、それより大きな規模のものについては、事前周知の要件化の対

象になるというふうに考えられるものでございます。 

 まず左側の説明会の開催など、一定の要件を満たす説明会の開催などを求めていく範囲

といたしましては、50ｋＷ超の高圧・特高などの大規模電源ということでございます。し

かしながら、先ほど申しました屋根設置の場合など、また温対法の促進区域などにおきま

しても、事前に個別事業の説明会などが開催されておるということで、かつ、再エネ特措

法での説明会の中身の要件を充足する場合におきましては、事業者の負担軽減という観点

もございますし、こうしたところからは、事前周知を要件化しない、また努力義務は求め

ていくといった、そういった整理がされるんじゃないかということでございます。これは

高圧・低圧含めて、共通していえるようなことではないかと考えております。 

 また、左側のボックスの中に書いていますとおり、説明会開催を求めるものとして、高

圧・特高であっても、他の法令におきまして、別途事業に関する説明会がＦＩＴ／ＦＩＰ

の申請前に行われて、かつ再エネ特措法での求められる説明会の要件を充足するという場

合には、ここは事前周知を要件化しなくても、努力義務を求めるという形でもいいんじゃ

ないかといったこと。これは少し今後整理をしていきたいと考えてございます。 

 また、50ｋＷより、10～50kW の範囲のところは、真ん中のボックスですけれども、ここ

は一律の説明会の開催は求めないということではございますけれども、ただしということ

で、複数の案件を一定程度評価するような場合においては、これはしっかり説明会などの

厳格な手続が必要ではないかということ。また、土砂災害の警戒区域など、災害の恐れが

高いエリアの場合、また、自然環境・景観などを考慮した保護エリアが条例などで定めら

れており、このエリア内に設置する場合などにおきましては、厳格な手続として一定の要

件を満たす説明会の開催を求めてはどうかといった、このような整理をしてはどうかとい

ったものでございます。 

 26ページ目、27ページ目ですけれども、自治体の条例におけるコミュニケーションの具

体的な例というところでございます。具体的なやり方、工夫などについて参考になり得る

ところがあるということでご紹介をさせていただいてございます。 

 28 ページ目ですけれども、説明会に関する要件のイメージというところでございます。

具体的には、左側に開催の時期というところは、申請日までに開催するということ、また

開催の案内方法ですけれども、事前に十分な時間的余裕を持って案内をさせていただくと

いうこと、また実際にポスティング、回覧板などによってしっかりと地域の方々への周知

をしていくということが必要だということ。また、説明の範囲ですけれども、電源種、こ

れは住民説明会などを行うときの説明会の説明をさせていただく対象の範囲ですけれども、

電源種、事業規模、設置場所などに応じまして、今後設定していく要件を充足していくと

いうことで、これは引き続き検討を要するということでございます。 

 また説明内容の例といたしましては、事業計画の内容、関係法令遵守の状況、土地の権

原の取得状況、また工事の概要、関係する方々、関係者・事業の影響、また予防措置など
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の項目について説明が必要じゃないかということでございます。また、説明開催を証する

書類などについても認定申請時には必要だということ。 

 また、その他に書いていますが、その認定を取得しようとされる事業者の方が出席する

ということ、当然、外注先の方々が説明会のアレンジなどをされると思いますけれども、

認定を取得される事業者の方が出席するということも必要ではないかといったことを記載

させていただいております。 

 また、２つ目の黒丸に書いていますとおり、説明会の開催に当たりまして、虚偽申請な

どがあって、要件を満たしていないということであれば、当該認定を取り消すといったこ

とも当然行っていくということでございます。 

 30 ページ目です。事業譲渡の際の手続強化に関するものでございます。事業譲渡におき

ましても、さまざまトラブルが発生し得るということで、２つ目の黒丸に書いていますと

おり、規律検の報告書の中におきましても、関係法令に既に違反している場合には、変更

申請を認めないということで、厳格な対応を行っていくということを考えているところで

ございます。 

 加えまして、事業譲渡の際に必要となる変更認定申請におきましても、周辺の住民の

方々への周知を求めるなど、手続強化を行ってはどうかというものでございます。これは

現行制度におきましても、既に変更認定申請においては、新規認定と同等の要件が準用さ

れているということでございますので、先ほど論点をご紹介いたしました地域とのコミュ

ニケーションの要件化と同じような対応が求められるということを考えているところでご

ざいます。 

 31 ページ目ですけれども、個別の論点といたしまして１つ目、事業譲渡の規制の在り方

というところでございます。そもそも認定事業の譲渡そのものを禁止するということも考

えられるわけでございますが、さまざまな観点を検討する必要があるということでござい

ます。 

 １つ目の視点は、再エネ特措法という推進法におきましては、事業認定ということで、

計画を認定するという形になってございます。認定の対象が事業計画であって、事業者そ

のものではないということの観点から、再エネ特措法の法目的の射程の範囲からいたしま

すと、発電事業の譲渡、事業者の変更自体を禁止することが法の射程を超えているんじゃ

ないかといった指摘もございます。 

 また２つ目の点ですが、事業者には営業の自由および財産権が保障されていて、こうし

た重要な権利については公権力が事業譲渡の禁止といったような強い規制を加えるために

は、相応の理由が必要じゃないかといったことで、一律の事業譲渡自体を禁止することは

慎重に検討するべきじゃないかといったご指摘もございます。 

 ３つ目ですけれども、政策的な観点も入ってございますけれども、長期電源化というと

ころは地域の共生電源の観点からは必要でございますが、こうした特に低圧の太陽光など

におきまして、中長期的に地域と共生する責任ある事業者などに集約化をしていくという
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ことなども必要でございます。こうした観点からは、適切な事業譲渡を促す制度設計を検

討する必要があるんじゃないかといった指摘もございます。 

 こうしたことを考えていきますと、事業譲渡そのものを禁止するということにつきまし

ては、慎重な検討を要するというふうに考えているところでございます。こうしたことを

踏まえますと、２つ目の黒丸にありますとおり、認定の申請段階と同様に、事業譲渡によ

る変更認定申請段階におけます手続の厳格化をということをしっかりやっていくことが土

台ではないかということでございます。 

 こうした観点からは、例えば説明会の開催などによる事前周知を変更申請の際の申請要

件化するということに加えて、追加的な説明項目として、しっかりと譲渡後も引き継がれ

るべき内容が住民の方々にご説明されているのかといったことなどの追加の項目などの検

討も必要ではないかといったことを書かせていただいております。 

 加えまして、論点２つ目です。実質的な支配者の変更というところで、変更認定申請が

発生するような場合の変更であれば、当然先ほどのような例が適用されるわけでございま

すけれども、２つ目の黒丸に書いていますように、特別目的会社（ＳＰＣ）などを経由し

て行われるケースも当然存在するということで、この場合には変更認定申請を現行制度で

は求められないということもございますので、他方で実際には、ＳＰＣなどにおけます実

質的支配者が変更になるということは、実態的には同じような経済的な実態があるという

こともございます。 

 こうしたことを考えますと、実質的支配者の変更など、事業譲渡以外のケースにおきま

しても、一定の要件を満たす場合には同様の規律を適用するということが適切ではないか

と考えているところでございます。 

 最後４番目の認定事業者の責任明確化についての論点でございます。 

 35 ページ目です。認定事業者の責任の明確化というところで、現行制度の下におきまし

ては、再エネ発電事業の全てを認定事業者自らが行うということを求めているものではご

ざいません。従いまして、事業の一部または相当の部分を委託・再委託をしていくという

こと自体は許容されているということでございます。こうした委託・再委託による事業遂

行の形態には効率化ですとか、そういった面からも一定のメリットがあるということで許

容されているところでございます。 

 しかしながら、36 ページ目でございます。現行制度におきましては、事業規律の対象と

いうところが法律の対象としては認定事業者というところになってございますので、仮に

委託先・再委託先が認定計画、認定基準に違反した場合におけます認定事業者の責任はど

こまで及ぶのかといったところは、必ずしも明確になっていないということで、こうした

点を明確にしていく必要があるんじゃないかというものでございます。 

 ２つ目の黒丸に記載しているとおり、委託先・再委託先・外注先など、そうした方々が

認定基準、認定計画を遵守するように、認定事業者に委託先・再委託先に対する監督義務

を新たに課し、監督義務不履行がある場合には、認定事業者に対して認定取消などの措置
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を取り得るということをしっかりと明確にする必要があるんじゃないかということでござ

います。その上で、ガイドラインなどにおきましても、認定事業者と委託先などとの契約

に含めるべき事項などを定めていくということが適切ではないかと考えているところでご

ざいます。 

 もちろんこれを担保するためにも、行政処分を行うのに必要な報告徴収・立入検査を実

施することも必要ではないかということで、下にフロー図、監督義務のイメージというこ

とで認定事業者の方々から委託先、再委託先の方々に監督義務というところを及ぼしてい

くということを記載させていただいてございますが、こうした法律上の義務というところ

と契約上の義務というところ、債務というところをしっかりと明確にしていく中で、認定

事業者の方々の関係法令遵守、また監督義務ということをしっかりと明確にしていくとい

うところが必要ではないかというものでございます。 

 以上、長くなりましたけれども、事務局からの論点に関する説明は以上でございます。 

○山内座長 

 ありがとうございました。それでは議論に入りたいと思いますけれども、議事を効率的

にしたいと思いますので、ご発言は要点を絞っていただけると大変助かります。それでは、

今ご説明いただいた資料１について、質疑応答と自由討議ということにさせていただきま

すが、発言ご希望の方はＴｅａｍｓのチャットボックスで発言希望というふうに書いてい

ただければ幸いです。 

 大きく分けて４つあって、立地状況等に応じた手続の問題、それから地域とのコミュニ

ケーション、それから事業譲渡の際の手続強化、それから認定事業者の責任明確化と、こ

ういった点が大きな項目として挙げられたわけですが、どこでも結構でございますので、

ご発言ご希望があればチャットボックスでお願いしたいと思います。いかがでございまし

ょう。 

 興津委員からですかね。ご発言ご希望で。興津委員、どうぞご発言ください。 

○興津委員 

 ありがとうございます。興津でございます。私からは大きく言うと論点２つのことにつ

いて意見を申し上げたいと思います。 

 １つ目がスライドの 22ページになりますが、地域とのコミュニケーションに関する個別

論点の①として、これは周辺住民の同意を義務として求めることが慎重であるべきではな

いかという、こういうご発表があったかと思います。この点、私は本検討会の前身である

再エネ発電設備の適正な規律・管理に関する検討会のほうで同様の発言をした覚えがあり

ますので、その趣旨を確認しつつ補足をさせていただきたいと思います。 

 まず今回の再エネに限ったことではありませんが、何らかの事業をしようとして許認可

申請をする際に、周辺住民などの同意を求めることが法律上許されるかということにつき

まして、まず、その同意を求めることについて法令上、根拠がない場合には、おおむね違

法ということで学説および裁判例は一致しているのではないかと思います。 
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 もちろん行政庁が許認可等の要件を充足しているかどうかを判断する際の材料として、

周辺住民が同意をしているかどうかというのを考慮要素とすることまでが禁止されている

わけではないと思いますが、基本的に許認可の要件というのは、法律上の権限を有する行

政庁が客観的に判断すべきであって、この私人が同意をしているか、していないかという

一事をもって許認可をするかどうかを決めるということは法律上認められないと考えてよ

いかと思います。 

 それに対して、このスライドで指摘されているのは、この同意を求めることを法律で要

件として書き込むことについて慎重であるべきという指摘かと思います。慎重であるべき

ということについては私も賛成なんですけれども、その理由を申し上げたいと思います。 

 まず現行法上でこの私人の同意を要件とすることについては、例えば都市計画法に基づ

く開発行為の許可などについて、開発行為を予定している区域内の地権者の同意を提出せ

よといった規定は置かれているんですけれども、これは要するに土地所有権との関係で、

開発工事を確実に実施できるかどうかを、それを判断するための参考として求められてい

るケースです。 

 それに対して、今回のケースでは、そういった土地所有権を有しているか否かにかかわ

らず、周辺住民に対する環境上の影響の観点から、その影響を被る恐れのある者の同意を

要件とすることができるかといった点だというふうに理解をしています。 

 この点についても、スライドのほうに「財産権との関係で」というふうにありますけれ

ども、事業者にとっては、自分の土地において自分で事業を行うという財産権あるいは営

業の自由というものが認められているわけであり、許認可というのは、その事業者の自由

や権利を制約するものですから、制約することについての公益上の理由が必要であると。 

 その公益上の理由の有無というのは、先ほども申しましたが、権限を与えられた行政庁

が客観的な状況に基づいて判断すべきだということが原則になるということからいたしま

すと、私人の同意というのは、客観的になされるというよりは、もうその人がどう思うか

ということでなされるものですので、そういったものを法律上要件として要求し、例えば

同意が得られなかった場合には許認可を拒否するということは、その事業者との財産権や

営業の自由との関係で問題があるということであり、法律で定めることも慎重であるべき

というか、私も限りなくそれは許されないというふうに意見を持っておりますが、そのよ

うに考えるべきではないかというふうに思っております。 

 それから、同じスライドの２つ目の矢羽根のところで、自治体における裁量を尊重する

と。要するに自治体の自主条例においてその法律に上乗せする規制をかけることを認める

という趣旨だと思いますけれども、この点は一般論として賛成です。地方自治法分権の観

点から自治体ごとの柔軟な対応を認めるというのは賛成であり、できればその旨を、確認

規定ということになると思いますが、条例で必要な規定をすることを妨げないといった旨、

明文規定を設けてもいいのではないかというふうに思います。 

 ただ、その自治体で上乗せ条例を定める際にも、当然それは法的な限界がございますの
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で、今申し上げたような住民同意を要件とすることを条例で定めるということについても、

これは非常に慎重に考えるべきであって、基本的には許されないというのがベースライン

かなというふうに考えております。 

 それから２つ目の論点といたしまして、スライドの 31ページなんですが、事業譲渡に関

するご指摘がございました。これは事業譲渡自体を禁止することは慎重に考える必要があ

るというご指摘であり、この点も賛成でございます。理由は、このハイフン３つで示して

あるとおりだと思うんですけれども、とりわけ重要なのが２つ目の財産権あるいは営業の

自由との関係であり、発表の際にも指摘がありましたとおり、憲法上の権利や自由を制約

することについてはかなり強い合理的な理由が必要であると。 

 事業譲渡を禁止するということは、営業の自由のかなり根本に対する制約ということに

なりますので、本件においてこれを認めるには理由が弱いではないかと。そのようなこと

を法律で定めてしまうと、憲法に違反する恐れが出てくるのかなというふうに考えます。 

 それから、その上の１つ目のハイフンのところも重要なポイントかと思います。こちら

のほうはより行政法的なポイントになるんですけれども、認定の対象が事業計画であって

事業者ではないということは、その認定をする際の要件として考慮されるものが何かとい

うのをおっしゃっているんだと思います。その事業計画の内容に基づいて認定するかどう

かが判断されるのであって、その事業者の人的な属性であるとか能力というものが直接審

査の対象とされるわけではないということかと思います。 

 ＦＩＴ法には、現在、欠格条項というものが規定されていないのではないかと思います

が、もし欠格事由というのが明文で規定されていれば、当然、欠格事由に該当する事業者

に事業譲渡することはできないと。そこは正当化できると思うのですけれども、それがな

い以上、事業者の人的属性とか能力に着目をして認定がされるものではない以上、ＦＩＴ

法全体の仕組みからしても事業譲渡を禁止するといったことは制度の趣旨からはそぐわな

いということになるのかなということで、この点も事務局のご提案に賛成だという旨の意

見を述べさせていただきたいと思います。 

 差し当たり以上です。ありがとうございました。 

○山内座長 

 どうもありがとうございました。それでは次、大貫委員、どうぞご発言ください。 

○大貫委員 

 ありがとうございます。それでは幾つか申し上げます。できるだけ手短に申し上げます。 

 スライド 3 に立地状況等に応じた手続強化という論点が提示されております。つまり再

エネ発電設備の立地場所に応じ、関係法令の許認可取得をＦＩＴ等の認定申請要件とする

ということが論点になっています。この点、関係法令の許認可取得をＦＩＴ等の認定要件

とすることが融資の観点から問題があるという懸念はスライド 18の金融機関ヒアリングに

よれば、かなりの程度払拭されたというふうに思います。依然として実務上の問題が残る

とすれば、運用改善を金融機関等に働き掛ける必要があろうとは思いますが、実態の把握
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には努めなければならないと思います。 

 次に、前回の委員会で議論になりましたが、いわゆる手続強化は電源ごとの特性を考慮

すべきであろうと思います。15 ページになりますが、その意味で、環境アセスメント手続

を取らなくてはならない案件については、認定から３年以内に許認可を取得しなければ認

定を取り消すことにするという制度設計は、私は妥当だろうと思っております。 

 この特別取り扱いに関連して３点申し上げます。第１点です。15 ページの２つ目のポツ

のところに、環境アセスメント完了前や環境アセスメント終了後であっても、今般手続強

化の対象とする許認可取得前に開発行為に着手した場合は認定を取り消すとございます。

このようにありますが、認定取消と連動する開発行為とは何かということをもう少し明確

にしなければならないと思います。林地開発許可による開発なのかとか、などです。ここ

にいう開発行為があまりに広いと、まさに事業の準備を阻害しかねないように思います。 

 ２点目です。この点を考えるに当たり、現行法の規定を再度確認しますと、８ページに

ございますように、再エネ特措法の第４条２号は認定基準として、この右側ですね、再生

エネルギー発電事業が円滑かつ確実に実施されると見込まれるものであることと規定して

おります。この部分について施行規則がそこにありますように、「当該認定の申請に係る

再生可能エネルギー発電事業を円滑かつ確実に実施するために必要な関係法令（条例を含

む）の規定を遵守するものであること」とあります。 

 これを読みますと、事業実施に必要となる関係法令を遵守することを認定基準として要

求しているというふうにいえます。つまり現行法では、既に各種許認可を認定前に取得す

ることを求めることが可能な認定要件となっているというふうに理解いたしました。土地

の使用権原取得についても、これは 14ページでしょうか。既に施行規則で使用権、所有権、

その他の使用の権原を有するか、またはこれを確実に取得することができると認められる

ことというふうに施行規則になっており、原則的に認定時点で取得することが求められて

いるように思います。 

 そうしたところ、14 ページにありますように、３年ルール、あるいは 180 日ルールで緩

和をしているということになります。 

 つまり、施行規則に「当該認定の申請に係る再生可能エネルギー発電事業を円滑かつ確

実に実施するために必要な関係法令（条例を含む）の規定を遵守するものであること」と

される以上、現行実務では事業の許認可取得を許容しているわけですが、認定時において

再生可能エネルギー発電事業を円滑かつ確実に実施するために必要な各種許認可の取得を

求めることは可能だというふうに思います。むしろこれが原則ともいえます。 

 こうして見ますと、先ほど申し上げた環境アセス手続を取る場合のように、例外的取り

扱いを認めるかを論点とすべきなのだろうと思っております。本日提出された業界の皆さ

まの質問への回答を拝見しますと、例外的取り扱いを求める個別的事情もあるということ

に気が付きました。こうした個別的事情を十分に考慮しつつ制度設計をすべきだろうとい

うふうに思います。 
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 ３点目であります。今回の事務局整理では、11 ページにあるような性格を持っている許

認可を認定前に取得することを求めることになります。全ての許認可ではなく、２つ目の

黒丸の部分に書いてあるような性格を持った許認可に限定しております。このような再エ

ネ特措法からの規律は、私は妥当だろうというふうに思っております。適切であるとも思

っております。 

 他方、ここに記されているような関係する許認可を得ていない場合には、それらの許認

可を規定する法律の観点からも問題があるということになります。これらの法律の適切な

執行も当然考えられなきゃならないというふうに思います。 

 あと２点ほど申し上げます。地域とのコミュニケーションについて申し上げます。どの

ようなコミュニケーションを求めるかについては、スライド 24ページにありますように、

電源ごと、設置場所等により場合分けをすることは大変丁寧な対応であり、基本的に賛成

いたしたいと思います。場合分けを精緻に実行可能なものとしていくことが必要だと思い

ます。その上で、この点に関連して１点申し上げます。 

 スライド 26、27にありますように、また前回の委員会の山梨県と那須塩原市からのプレ

ゼンにありましたように、各自治体が地域とのコミュニケーションに限らず、相当の努力

をして再エネ発電事業について適切な規律を導入しようとされております。このような努

力を国の側でも受け止める必要性があろうかと思います。先ほど興津委員からもご指摘が

あったところと重なりますが、あえて申し上げます。今回提出された那須塩原市のご回答

にある、国の法令に期待する点にそういうことが書いてあるんですが、そうした要望だと

思います。 

「地方自治体の条例が引用する形で、太陽光発電施設の設置を直接規制できるような法

規定があると条例に実行力が伴うと考える」。これはいろいろ支援を求めているというこ

とだろうと思います。再エネ特措法が条例制定を支援するような再エネを行うのが適切で

はないかと思います。この点は興津委員と同じでございます。 

 再エネ特措法の規定によって、個々に考えていかなくてはいけませんが、地方の個別の

事情に着目して、規律することは妨げられないことを直接書き込むなり、あるいは条例委

任を設けるなどのことがあってもよろしいと思います。これは実施条例を前提にしている

んですが、条例制定をしやすくするために、あえて特措法で条例委任をするということは

考えられてよろしいかと思います。 

 最後に事業譲渡について１点申し上げます。31 ページでございます。事業譲渡の全面的

禁止は、これは興津委員等が詳細におっしゃったところですけれども、私も比例原則に反

する可能性があると思います。検討は慎重であるべきだと思います。従いまして、31 ペー

ジにありますように、適切な事業譲渡を促す制度設計をしていったほうがよろしいのだろ

うと思います。 

 もっともこれも事務局からのご説明にありましたように、また興津委員のご発言にあり

ましたように、再エネ特措法は発電事業そのものを規制する法ではございません。従いま
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して、事業そのものの規制は、私はなかなか難しいのではないかと思っております。むし

ろ、発電事業そのものを規制する電気事業法による規制を本筋として、再エネ特措法はそ

の規制と適切に連動するように制度設計をしてはいかがというふうに考えております。 

 以上、簡単ではございますが、意見を申し上げました。 

○山内座長 

 ありがとうございました。それでは次は松本委員ですね。松本委員、どうぞご発言くだ

さい。 

○松本委員 

 山内座長ありがとうございます。 

 私からはエネルギー団体の皆さま方にコメントまたは質問させていただきたいと思って

おります。最初に太陽光について２点質問させてください。 

 先ほど大貫委員からもご指摘ありましたが、太陽光発電協会様の９ページについては幾

つかの団体から類似の懸念が示されました。関係法令の許認可取得を申請要件とすること

について事業の予見可能性や資金調達に影響があるというご意見でした。事前に安全に関

する関係法令が取得できていることはむしろ予見可能性や資金調達を容易にする面もある

のではないかと思いますが、この辺りの具体的な懸念点を教えていただけますでしょうか。

また、周辺住民の不安が和らぐことで円滑な導入が進むという点も考慮することが必要で

はないでしょうか。 

 もう１つの質問は、太陽光発電協会様から説明会形式での一律の義務化について望まし

くないとの意見を 14ページにいただきました。説明会以外にどういった手法が有効なのか、

またそれらの手法はどういった規模の発電所で採用されるべきものなのかについて詳しく

教えていただけますでしょうか。 

 続いて風力発電についてコメントを１点させていただきます。日本風力発電協会様から

規律の強化は再エネ発電事業に対する萎縮効果があると 15ページに示されましたが、再エ

ネの事業規律の強化は地域トラブルをできるだけ減らして大量導入の前提となるものであ

るため、必ずしも萎縮効果につながらないのではないかと思っております。どうしたら事

業規律と風力発電の大量導入を両立できるのか、風力発電協会としてもこれからも前向き

に議論に貢献していただくことをお願いしたいと思います。 

 続きまして地熱関係について質問が１つあります。日本地熱協会様の資料８ページです

が、地域とのコミュニケーションを行う上でのガイドライン策定の提案をいただきました。

地熱発電における地域コミュニケーションにはその他の電源にも活用できるものが多いの

でしょうか。再エネ特措法に基づく事業計画策定ガイドラインは電源ごとにありますが、

地熱における取り組みを念頭に各電源のガイドラインを変えることでベストプラクティス

の横展開ができる可能性があるのではと思った次第です。ご意見をうかがえればと思いま

す。 

 続きまして水力につきまして質問１つあります。地域共存事例をご紹介いただきまして
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ありがとうございます。14 ページですが、「融資審査の目処が立たないと、開発許可等の

手続が進め難い」とあります。こちら私も調べてみましたが、申請者の信用および資力の

確認に当たり、申請時までに金融機関の融資証明等の提出が困難である場合には、金融機

関等が融資等を検討していることが分かる書面――関心表明書等によって審査して、許可

条件として開発行為の着手時までに出資や融資等の状況を証する書類を提出することなど

を求めるとしておりまして、開発許可の手続きについては対応の幅を広げていると思いま

すが、それでも地銀や信金の対応は厳しい現状があるのでしょうか。確認のため伺います。 

 続いて、バイオマスについて質問させていただきます。最後のページですが、地域と共

存する長期電源になるために必要なことということで、８ページになりますが、「ＦＩＴ

／ＦＩＰによる買取期間終了後に自立できるビジネスモデルを構築する」とあります。し

かしその下に「卒ＦＩＴ／ＦＩＰ後に、長期電源となるための何らかの支援を望む声は多

い」と記載されています。まさにＦＩＰやＦＩＴが支援措置だと思いますが、その後の支

援措置というのは地域共存するために自治体からの支援措置が必要ということでしょうか、

この点伺わせてください。 

 以上です。ありがとうございました。 

○山内座長 

 どうもありがとうございました。 

 それでは次は、高山委員、どうぞ。 

○神山委員 

 富山大学の神山でございます。論点を明確化していただいての議論の場を提供していた

だきまして、ありがとうございます。幾つか申し上げたく存じます。 

 まず１点目でございますが、スライド 11ページでございます。まず１点目ですが、事業

者の方々から見ての必要な許認可を明示的に示してございまして、その全てでは現実的で

はないことから、立地状況に応じた手続き強化というのをされているということかと思い

ます。これには大変賛同いたします。 

 現在、この３つ、①、②、③が挙げられておりますが、加えて今回は難しいかもしれま

せんが、１回目に申し上げましたように、いずれ河川法の占有許可についてもご検討いた

だければと思います。山の斜面等を開発する場合ですが、水の行き場を確保するための河

川に排水する設備等というのが必要になりまして、小さめの河川であれば都道府県等の管

理ということになります。 

 静岡県であった事例等なんですが、最後にこれが許可されなかったということで、せっ

かくの施設の設置計画が頓挫してしまった事例等というのがございますので、ある程度林

地を開発してつくるという場合にはパック（一括り）になるような許認可でないかなとい

うように私は考えておりますので、林地等を開発した後でそれが許認可が得られないとい

うことで事業が操業できないということになると、回復できない損失が大きいという大変

残念な結果ということにもなりますので、いずれお考えいただければと思っています。 
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 ２点目でございます。16 ページですが、温対法の促進区域との連携のところでございま

す。これは私の希望なんですけれども、私は促進区域そのものを増やすことが重要である

と思っておりまして、現在、考えておられるものはもちろん賛同しているのですが、事業

者に促進区域というもので事業を続ける、または事業を開始するということでメリットが

あるという仕組みが考えられています。その点については事業者だけではなくて、それに

加えて、地域の人にも分かりやすい形で、促進区域を設定するメリットというものが伝わ

ればというように思っています。 

 環境省の脱炭素先行地域というものが先般、第２回目が選定されたと思うんですが、こ

の試みも大変興味深いのですけれども、先行的な取り組みだけではなくて、今ある制度の

仕組みを着実に生かすということで事業体と地域を支援する協定であったりとか、一般送

配電事業者による送配電網の充実であったりとか、自治体によるマイクログリッド構想な

りというものが実現されているグッドイグザンプルズというものをより多く作って提示で

きればなというようには考えております。 

 ３点目でございまして、25 ページです。地域とのコミュニケーションの要件化というと

ころでございまして、電源の規模や性質をベースとした説明会開催などの取り決めという

のは、これは比例原則にかなっていて妥当であると考えております。厳格な手続きやより

柔軟な手続きというものが決められておりますけれども、厳格な手続きの中身が説明会の

開催であることからも、説明会と言えるものの要件がある程度明確にしてある点、そして、

それらが確認できるように実際の開催状況を確認できる書類というのが認定要件とされて

いる点というのが大変評価できると思いまして、支持させていただきたいと思っています。 

 ４点目ですが、こちらは興津委員もおっしゃっていただいたことで、私も大変首肯する

ところなのですが、31 ページでございます。事業譲渡ですが、こちらに関しては認定され

た事業計画が次の事業体でも遵守されるかどうかという点をやはり基調として、事業譲渡

の申請というのを適正に認定していくことというのが必要であろうと思います。各事業体

の事情というのにも配慮して、経済活動の自由の保障ということで、せっかく既存の施設

が生かし切れないということがないようにする必要があると思います。 

 また、軌道に乗った後に当該地域の事業体等に譲渡して、地域の実情に応じて操業して

もらうというビジネス形態も存在するわけですから、そうした多様性とか可変性というも

のを認めていく必要があると思います。 

 こうした弾力的な対応の余地を残しておくことで、これはその次のスライドになるかと

思うのですが、そうですね。中規模の太陽光発電施設というものの集約化です。これがさ

れやすくなるのではないかというふうに考えておりまして、それによって安定した経営に

つながりやすいと考えている次第でございます。 

 ５点目でございまして、36 ページでございます。認定事業者の責任については、私は民

法上の使用者責任または請負などの契約等によってある程度対応されている、措置されて

いるかというようにも思っていたんですが、あえて使用者責任というものを明確化すると
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いう意味で監督責任を課していただくことには大変賛同いたします。監督責任が認識され

ていないということは、名宛て人が委託先になるということで立入検査ができなくなると

いうような事態を招いてはいけないというようにも考えるからでございます。 

 以上でございます。 

○山内座長 

 ありがとうございます。 

 それでは次は、大関委員、どうぞ。 

○大関委員 

 産総研の大関です。ご説明をどうもありがとうございました。論点ごとに少しずつコメ

ントしたいと思います。 

 立地許可のタイミングですけれども、18 ページ目にあったように、特に太陽光ですけれ

ども、ＪＰＥＡさんの今回頂いた回答と金融のヒアリングとの乖離（かいり）があって、

どういうふうに考えたらいいのかなというのがちょっと分からなくて、融資に問題ないの

であればリードタイムだけの問題なので、それを少しどう考えるかというふうになると思

うんですが、そういう意味では規律の強化と導入拡大の両立を実現していかないというこ

とは理解しているんですけれども、もう少しユースケースが分かると議論しやすいなとい

うふうに思いました。 

 例えば林地開発許可は今後、0.5ha になったり、盛土規制法が宅地と盛土、特盛の規制

で少し違いますけれども、切り盛りで２～５メートルとか、3,000 平米とか、それが要は

太陽光でどのぐらいの規模感になるのかとか、それがどのぐらい出てきそうなのかとか、

それがＦＩＰ／ＦＩＴでやるのか、非ＦＩＴでやるのか。はたまた入札であったり、そう

いったことがどのぐらい業界さんも考えているのかなによって、ここの地域に本当にその

ボリュームゾーンに導入拡大をしなきゃいけないのかというのにも少し依存するのかなと

思っているので、もう少しそういった情報があるといいなと思っています。 

 あとは融資の考えについても、金融機関の答えが 18ページであれば、これまでのＦＩＴ

とかと違って、太陽光で特に言えば、ＦＩＴ価格とかもある程度読めてくるよというか、

非ＦＩＴに移行していくのだろうと思うので、どのぐらいの蓋然（がいぜん）性が取れる

かというのも少しずつ変わっていくのかなと思うので、その辺もどう考えたらいいかとい

うのが整理できるといいかなと思いました。 

 あとはＪＰＥＡさんの回答のほうに、林地開発のほうで融資証明とか資金計画を求める

とあったので、どの程度行政側が求めているかというものの実態把握も必要なんじゃない

かなというふうに思いました。 

 あとは、もし許認可を後ろ倒しするのはどのタイミングで止めるかという整理を併せて

やらなきゃいけないんですけれども、使用前自己確認が拡大されて、最後に連系前に取り

締まればいいというのはそのとおりなのだと思うんですけれども、本当にできるのかとい

うところはやや不安があるのかなと思っています。使用前自己確認の段階は本当にもう開
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発してもう連系しますよ、なんで、その段階で林地開発許可が下りてなかったら、連系の

試験は使用前自己確認の関係でやらなきゃいけないが、売電ができないというふうにしっ

かりと言えるか。一般送配電事業者はそこまで現状をチェックしているかとか、そういっ

たところがちゃんと運用上できるかも考えなきゃいけないのだと思いますし、もしその段

階でやり直しと言われたら、ちゃんと事業者は放置せずに対応できるんですかというとこ

ろもやや不安があるなというふうに思っています。 

 そう考えると、やっぱりできるだけ開発前にやらなきゃいけないと思うので、例えば工

事着手前には必ずチェックを入れるとか、それは林地開発側で見なきゃいけないので、そ

れをちゃんと林発側で見られるかとか、これまでも林地開発許可を取る前に開発工事開始

というような事例もあったと思うので、そういうのは本当にちゃんとなくせるかというの

がどの方法できるのかというのは整理をしていかなきゃいけないと思っていて、今回、事

務局の一案というのがそれはある程度許可を取った後だから分かると。それもちゃんと見

ますよということなので、どっちかというと厳しい側で見ていると思うのですけれども、

それが本当に許容できないんであれば、運用側でどういうふうにできるかというのは業界

側もしっかりとちゃんとフィージブルなものを考えていかなきゃいけないんだろうなとい

うふうに思っています。 

 いずれにしろ、今後のある程度導入拡大が想定できるボリュームゾーンが短期的とか中

期的にどういうものがあるかというのを事務局もそうですし、事業者側も示してもらえる

と、本当に林発とか盛土規制法の区域に今後大量に導入拡大していくから、こういうのが

あると困るんですということであるのかというのは、もう少し整理してもらえるといいか

なと思います。 

 今後の方向性としては少し厳しめに見ながら、16 ページ目にあるように、温対法との連

携で緩和していくと、そういうのが地域共生との関係で言えばいい考え方なんだろうなと

思っていますし、そういったことが本当にフィージブルで自治体側がゾーニングする場合

にちゃんとその辺りも把握してできるのであれば、そういったことがいいんじゃないかと

いうふうに思っています。 

 あと、非ＦＩＴの場合もどういうふうに考えるかですけれども、この場合は許認可とか

関係なくやるので、どちらかというと、松本委員からもあったように、林発とか特盛法の

許認可の情報とか、一般送配電事業者とかの情報のシェアはいずれにしろ重要なので、そ

ういうような仕組みはしっかりと並行して検討していただければなと思います。 

 次に、地域とのコミュニケーションですけれども、前半の許認可との関係も出てくるの

ですけれども、これは再エネ特措法で申請の時に必要というふうに求めていくというふう

に理解していますけれども、事業計画の蓋然性の関係で説明会をどのタイミングでやるか

というのは一つ重要なポイントなのかなと思っていますので、和歌山県とかがどのタイミ

ングで求めているかとか、また大きく計画が変わる場合にもう一回求めるのかとか、そう

いったところの情報が分かれば、少し教えていただければと思います。 
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 25 ページ目に高圧以上と低圧の話とかがあって、高圧以上はほぼ対象になるので、小規

模でどういうふうに抜けがないかなので、条例を含めたエリア指定なので、抜けがあるよ

うには今のところ私のほうでも思いませんけれども、エリアかからないものでどういうよ

うなユースケースがあるかというのは可能な範囲で整理していくと、こういうのはかから

ないけれどもいいよねとか、そういった議論もできるのかなと思います。 

 １点、細かいですけれども、例えばカーポートは敷地内であるけれども、これはどうい

うふうに考えるかとか、そういったところもあるのかなというふうに思いました。 

 あとは事業譲渡については中長期的な視点を考えると、事務局の資料にもありましたよ

うに、集約化を進めて適切な事業譲渡を促していくということが 2030 年とか 2050 年に向

けては今のままのプレーヤーのまま行けるかというと、やややっぱり不安があるのかなと

思いますので、そういったことの考えに私は同意したいと思います。 

 １つだけ、30 ページ目にある関係法令の違反については、各法令側で事業譲渡に関わる

変更によって、例えば既存不適格案件があって、現状の基準に適合しなさい、人が変わる

だけではならない気もしますけれども、もしそういうようなものがあるとすれば、それを

どういうふうに他法令違反に考えるのかどうなのかというのは整理しておく必要があるの

で、その辺りは関連法令の状況も把握しておいたほうがいいんじゃないかというふうに思

いました。 

 最後に、責任についてはご提案のもので原則そうなのではないかなと思いますが、一方

で非ＦＩＴをどういうふうに考えなきゃいけないかというのがあるので、電気事業法でど

ういうふうに今、監督義務とかの考えを持っているかというところ。主任技術者との関係

が場合によってはあるかもしれないけれども、ＥＰＣはあんまりないのではないかという

ふうに思いますので、そういうふうなところの連続性とか、ＦＩＴから非ＦＩＴに移る間

にみんながちゃんとやれば違う話でしょうけれども、そういうような移行についてもある

程度整理していく必要があるのではないかなというふうに思いました。 

 あとは住宅用をどう考えるか。今までもコメントさせていただいていますけれども、監

督義務という言葉がなじむかどうか分からないですけれども、誰にリーチしたいかとか、

規制したいかなので、ＥＰＣ側もみたいということであれば、こういう住宅にも同じよう

な仕組みで入れてもいいでしょうし、場合によっては建物に関しては建築基準法も建築物

の一部で建築確認申請は要らないケースがほとんどでしょうけれども、建築基準法自体は

かかると思いますので、そういったものでどういうふうに見ていくかということも併せて

考えると、誰に何を規制したいかですし、責任を持っていただきたいかというのが分かれ

ば、それが各ユースケースで分かれば、この法令もありますしというのも議論できるんじ

ゃないかというふうに思いました。 

 以上になります。 

○山内座長 

 ありがとうございます。 
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 次は圓尾委員ですね。どうぞご発言ください。 

○圓尾委員 

 圓尾ですけれども、聞こえますでしょうか。 

○山内座長 

 はい、聞こえております。 

○圓尾委員 

 まず、立地状況に応じた手続き強化です。15 ページにあるように、さすがにこの環境ア

セスに関しては例外的な取り扱いを認めるのが適切かなと思いますが、ただ、この中にも

書き込んであるように、許認可取得前に開発行為に着手した場合は認定を取り消すとか、

こういった条件をきちっと課して、不可逆的な開発にならないことを担保しておくのが非

常に大事だと思います。 

 それから、16 ページの温対法も促進区域の設置、ゾーニングをどんどん進めていってい

ただきたいし、これを有効に活用していただきたいということから、やはりこのゾーニン

グに関して、手続き厳格化の例外として何か用いる方法はないかと探ることは非常に大事

なポイントになってくると思っております。 

 それから、地域とのコミュニケーションです。やはり説明会の開催が大原則だとは思い

ます。どういう説明をして、どういうやりとりがあったかというエビデンスも残しやすい

です。説明会をするのが大原則だと思いますけれども、ただ、極度な過疎地域ですとか、

場合によっては個別訪問のほうが適切なケースもあるかもしれませんし、絶対に説明会じ

ゃなきゃ駄目ということがないようにした上で、自治体とのコミュニケーションをきちん

と取ってもらうことを進めるのが大事なポイントになるのではないかと思いました。 

 それから、事業譲渡については、再エネの開発をどんどん推進したいという観点で考え

ると、これを禁止するのはあり得ない話だと思います。開発からオペレーションまで一貫

でやってらっしゃる事業者さんも多くありますけれども、開発に特化するとか、オペレー

ションに特化する事業者もこれからたくさん出てくるだろうと思います。そういった時に、

そのリスクを取って開発をして、早めに譲渡することによって資金回収をして、また次の

開発にその資金を投じていくというような開発を得意とする事業者がたくさん出てきても

再エネの開発の後押しにはなりますし、それから、オペレーションだけを低リスクでやっ

ていきたいという事業者がたくさん出てくることもこういった資金が回る上で非常に大事

なポイントになってくると思います。非常に簡単なものの言い方をしましたけれども、や

はり事業譲渡は、やるべき引き継ぎをきちんとやれば認める方向でないと、再エネの大量

導入にはそぐわないと思います。 

 以上です。 

○山内座長 

 ありがとうございました。 

 次は、那須塩原市の黄木オブザーバー、どうぞご発言ください。 
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○黄木オブザーバー 

 那須塩原市の黄木です。聞こえておりますでしょうか。 

○山内座長 

 はい、聞こえております。 

○黄木オブザーバー 

 私からは自治体ということで、地域とのコミュニケーションについて幾つか発言させて

ください。 

 まず、24 ページになります。これの電源の設置場所について、住民の生活環境に近いエ

リアというふうにしていただいたのはとてもありがたいと思います。というのは、土砂災

害とかそういうので、安全確保というのも当然のことなんですよね。実際、でも、苦情が

出てくるというのは住環境に近い所の設備でありますので、そういうところの配慮が大切

だと思います。 

 続きまして、今度は一定の要件です。これは 28ページとも関連するのですけれども、説

明会等の内容を事細かに定めていただくというのはありがたいことだと思います。これは

実際、私どものほうで調和条例を担当している係の者に聞いてみたのですけれども、私ど

もの自治体の条例の手続きは結構事細かくて、事業者さまに言わせると、何で那須塩原市

はこんなに細かいのだと。他の自治体と比べてやっぱり苦情が来るらしいのです。そうい

う場合はこの法律に基づいて細かい要件とかを定めてあれば、それにのっとってやればい

いことですし、楽だし、事業者さまにも説明がつくということで歓迎しておりました。一

方で、法律とかに縛られて、事務作業が増大するのは嫌だなと、結構わがままなことも言

っていました。 

 そこで、先ほど大貫委員に本市の意見を代弁してもらって本当にありがたく思うんです

けれども、実際、条例に法のバックグラウンドができた時に、自治体のほうで腰が引けち

ゃうのではないかなんていうことを懸念しました。この辺はボリュームとのバランスとい

うのですか、そういうのが必要かと思います。 

 ３ポツ目の柔軟な手続きですか。これに関しては、確かに促進区域の設定の際に説明を

すれば、確かに住民に説明をしたことになるのかもしれないんですけれども、今われわれ

もまだ促進区域を設定している最中で、具体的な地域への説明はまだやっていないのです。

でも、想定している作業を考えると、促進区域を設定する説明と個別案件の説明っていう

のは住民の対象範囲も違うし、住民の反応も違うんじゃないかなというふうに懸念します。

ということで、一律にその要件化を求めるのではなくて、ここに書いてありますように、

努力義務として求めるというのが残るのは適切かと思います。 

 あとは最後に、これは 28ページですか。この説明会に関する要件のイメージを結構細か

く書いていただいて、これはすごい分かりやすかったです。私どもは説明会で一番大切だ

なと思ったのは、もちろん住民に理解していただくことなんですけれども、理解して、同

意という言葉はいけないのかもしれないけれども、ある程度方向性に合意してもらうこと
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が大切だと思うんですけれども、もう一方で、誰がやっているのか顔が見えるようになる

ことが大切だと思います。引き続き、説明会が終わってそれだけじゃなくて、説明会後、

事業が終了するまで顔が見続けられることが必要だと思います。 

 ということで、例えば論点３の事業譲渡とか、論点４の認定事業者の責任の明確化とか

とありますけれども、窓口になるようなところをこの説明会を通じて明確にして、それが

引き続き住民の方に、私が代表ですよ、窓口ですよというのが分かり続けるようなことが

あるといいなと思いました。 

 あとは細かいことなんですけれども、説明範囲なのですけれども、私ども田舎のほうで

は対象地域の近隣に不在地主って結構いるのです。その不在地主の扱い方なんかにも配慮

した要件を定めていただけるとありがたいと思います。 

 以上です。ありがとうございました。 

○山内座長 

 ありがとうございました。 

 興津委員、もう一度ということで、どうぞご発言ください。 

○興津委員 

 追加で、申し訳ございません。 

 スライドの 11ページなんですけれども、これはＦＩＴ／ＦＩＰ認定の前に、関連する許

認可を先に取るように求めるということで、基本的な方針には賛成をいたします。他方で、

松本委員や大関委員からもご発言がありましたけれども、この複数の申請が異なる行政庁

に系属していて、お互いに状況がどうなっているのかというのが分かるようにというご指

摘がありましたが、それは根拠となる関連条文が行政手続法にも規定されておりますので、

その趣旨にのっとって適切な対応を取っていただきたいという旨、確認的に意見を申し上

げたいと思います。 

 具体的に申しますと、行政手続法のまずは９条１項に、その申請の状況について申請者

に見通しを示すべき努力義務が課されていると。それから、11 条におきましては、同一の

申請者から複数の申請が異なる行政庁になされている場合に、まずお互いに様子を見合っ

て申請を遅延させてはならないという旨が 11条１項。それから、２項は相互に行政庁同士

が連絡を取ったり協力して申請、審査の促進に努めるようにしなければならないという努

力義務が課されており、努力義務にはとどまるとはいえ、法令上の根拠のある規定ですの

で、こういった趣旨も踏まえていただければという旨、発言させていただきます。 

 以上です。ありがとうございました。 

○山内座長 

 ありがとうございます。 

 今の興津委員で、一応ご発言をご希望の方はひとわたりご発言いただいたと思いますが、

追加的に何かございますか。 

 それでは取りあえず、今のご発言を受けまして、事務局のほうからのコメント、リプラ
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イをお願いしたいと思います。よろしくお願いいたします。 

○能村新エネルギー課長 

 事務局でございます。各委員の先生方、また、オブザーバーの方々、ご指摘などをあり

がとうございました。 

 まずは興津先生ほかからもご指摘をいただいてございますけれども、まず、全体として

地域のコミュニケーション、事業譲渡などにつきまして、今の事務局の提案については方

向性としては一定の合理性があるんじゃないかといった点につきまして、さまざまな補強

いただくようなご説明をいただきまして、ありがとうございます。 

 なお、興津先生からご指摘をいただきました、地域コミュニケーションですとか事業譲

渡などにつきまして、事務局での論点の方向性につきまして、補足的にもさらに追加いた

だきまして、ありがとうございます。 

 また、欠格条項につきましては補足的にまた説明を加えさせていただきたいと思います

けれども、一応、欠格条項に関連するものにつきましては、認定基準のレベル、また、そ

れを上位概念であります電事法ですとか再エネ特措法上との関係も含めまして、一定の欠

格事由ということが存在するということでございますので、そこは一応念のため補足をさ

せていただきます。 

 また、大貫先生からもさまざまなご指摘をいただいてございますけれども、スライドの

11 ページ目だったでしょうか。開発行為を伴う対象は何かというところでの明確化という

ことで、すいません。15 ページ目のところで、バーのところで書いてございますけれども、

今回申請要件とする許認可取得前に開発行為に着手した場合の開発行為というところにつ

いて、対象は何か明確化というところのご指摘をいただいてございます。これは先ほど最

後に興津先生からも若干ご指摘がありました。11 ページ書いてございます、今回事前に申

請の段階で事前に許認可を要するといった森林法に基づく林地開発許可ですとか、盛土規

制法の許可ですとか、砂防三法に伴う許可というところを念頭に置いてございます。今後、

さらに具体化していく際には明確に記させていただきたいというふうに考えております。 

 また、松本委員、既にご退出されておられますけれども、ＤＸなどを含めました関係法

令の遵守、取得状況、または指導状況なども含めてだと思いますけれども、まさにこうし

た状況につきましては可能な限り再エネ特措法などの認定ＩＤと紐付く形でのＤＸ的なア

プローチというところをやりながら、またこれが認定事業者に関する情報として、自治体

の方々、また、関係する省庁、また、当然われわれ認定審査する側の経産省、地方部局を

含めまして、こうした形でプラットフォームで情報を一元化していくと。タイムリーにそ

うした法律の執行にしっかりと運用に生かしていくということも重要ですので、ここはま

さにＤＸ的なアプローチを目指して、システムをアップデートしていきたいと考えてござ

います。 

 神山先生からは河川法の占有許可なども含めて、今後検討の余地があるんじゃないかと

いうことで、この点につきましては環境アセスとの関係で、先ほどスライドの 15ページに
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あるような関係する許認可間の法令間の整合性というところとの関係も含めまして、さら

に検討を加えていきたいと思ってございます。特に河川法、例えば河川法でありますと、

占有許可との関係で、今回事前に許認可を要するような開発関係の許認可との関係で、こ

れが整合的に、例えば玉突きにならざるを得ないのかどうなのかというところなどにつき

まして、恐らく占有というところで言えば、土地の使用権原に関するところだと思います

が、そこの関係といわゆる関係法令の許認可の取得というところがどのような形になって

いるのかというところはさらに整理・精査をさせていただきたいと思ってございます。 

 その他、そうした関係法令間の整合性の観点で、今回は環境アセスというところを明確

になっているところでご説明をさせていただきましたけれども、例外的に確認しなきゃい

けないものについてはさらに精緻に議論を積み上げていきたいと思ってございます。 

 大関委員からはユースケースということで幾つかこの立地に関するところですとか、そ

の他、説明会のところもそうかもしれません。実際に実務がどういう形なのかとかを含め

まして、ユースケースなど、実際に想定される運用局面というところを念頭に置いて議論

を具体化しながらやっていくべきだというご指摘だと思いますので、こうしたところにつ

いては可能な限り最後は実運用というところを見据えた形で、少し具体的な局面というと

ころをわれわれ事務局のほうでも少し必要に応じて業界団体の方々にもヒアリングとか、

もしくはご説明をいただく中でさらに制度を詰めていく際には、こうした材料もさらに積

み上げていければなと思ってございます。 

 また、圓尾委員から、まさに説明会の開催などにつきまして、これはオブザーバーの黄

木さんからもご指摘をいただいたところと通底するところがあるのかなと思ってございま

すけれども、説明会の開催という面ではしっかりと地域の理解促進、そして合意形成に向

けた有効なアプローチというところで、しっかりと位置付けていくということだと考えて

いますので、客観的にしっかりとそうした説明会の開催がそういうところにつながってい

くようなやり方、実効的なやり方というところが一番大切だと思いますので、ただそれを

形式面でもしっかりと定めていくということがその実効性を担保する、客観的に担保する

ということも併せて重要ですので、この辺のところは実態、さまざまな那須塩原市さんの

ご指摘、または他の条例なども参照させていただきながら、さらに具体化をさせていただ

ければなと思ってございます。 

 また、黄木さんからは、少しすいません。私どもの説明が至らなかったのかもしれませ

んが、24 ページ目のところで、柔軟な手続き促進区域のところについてだけ補足をさせて

いただきます。 

 まさにご指摘いただいたとおり、促進区域につきましては設定の段階と個別事業の認定

という段階、２つの段階があると考えてございます。この資料の 25ページ目のところで、

温対法に基づくところにつきましては、共通的な要素として事前周知の要件化の対象の中

でも促進区域に関わる制度において、地公体の協議会などを通じて個別事業の協議が事前

に行われている場合には、またそれが再エネ特措法で今後さらに具体化していく、説明会
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の要件を充足する場合には、この周知の要件化については要件化せずに努力義務としてと

いうことで、ここに念頭にありますのは、区域の設定の段階というところではなく、むし

ろ個別事業の認定の際の協議会ということになりますので、個別の事業が念頭にあると、

その段階だということだけ補足的に説明をさせていただければと思います。 

 あとは最後にご指摘いただいたとおり、顔の見える関係というところはまさに横断的に

そういったところをしっかりと担保していくということが今回のさまざまな手続きの横断

的事項で挙げています地域とのコミュニケーション、事業譲渡、認定事業者の責任明確化

というところに通底するご指摘かなと思いまして、そういったことをしっかりと実効的に

できるような形での検討をさらに深めてまいりたいと思ってございます。 

 事務局からの補足は以上でございます。 

○山内座長 

 どうもありがとうございました。 

 事務局から皆さまから頂いたコメントについてお答えいただいた形ですが、いかがです

か。これを受けて何かご発言のご希望はいらっしゃいます？ 今、挙げていますかね。 

 環境省からの発言ご希望ということで、どうぞ環境省からご発言ください。 

○環境省 

 恐れ入ります。環境省環境影響評価課の森田と申します。音声聞こえておりますでしょ

うか。 

○山内座長 

 はい、結構です。大丈夫です。 

○環境省 

 大貫先生の 15ページ目に関するご指摘で、能村新エネルギー課長からのご説明について

少し補足をさせてください。 

 15 ページ目で２つ目の丸のバーの１つ目です。環境アセスメント完了前や終了後であっ

ても・・・認定を取り消すというところの範囲を明確化すべきというところで、先ほど能

村新エネルギー課長から環境アセスメント終了後であってもという部分を説明いただいた

かと思います。 

 この点、アセス法としては環境アセスメントの対象としているのは当該発電設備の設置

のみならず、例えば太陽光や風力を設置するために行う一連の土地の改変、あるいは工作

物の設置全てを対象としてアセスを進めていくということになっております。 

 ですので、今回対象としている 11ページ目の立地規制法の許認可の対象の有無にかかわ

らず、アセスメントの完了前に太陽光や風力を目的とした土地の改変や工作物の設置が行

われてしまうということはアセス法違反になりますので、その場合はどんな場合であって

も法令違反ということで取り消しということになろうかと思いますので、補足をさせてい

ただきます。 

○山内座長 
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 よろしいですか。ありがとうございました。 

 それから、今、山梨県の雨宮さまからご発言をご希望ということです。どうぞご発言く

ださい。 

○雨宮オブザーバー 

 山梨県、雨宮です。 

 ４つの論点にわたりまして細かいところまで検討いただいた内容かと思います。ありが

とうございます。その中で１点、地域とのコミュニケーションのところで、私ども山梨県、

日々いろいろ課題がある中で、同じように検討している内容として話をしたいと思います。 

 24 ページです。周辺環境へ影響を及ぼす可能性が高い地域についてはより厳格に、そし

て、その一方で柔軟な手続きをするというところも賛成でございます。一方で、本県では

設置規制区域内についてはより厳格な対応で、規制区域外については柔軟な対応というこ

とで、同じような規定をしているわけですけれども、柔軟な手続きとした場合に、仮に住

民説明会でないとした場合にさまざまな方法が考えられるわけですけれども、例えば戸別

訪問、メールによる周知とかが考えられますけれども、そういった場合に逆に住民の反応

が分かりづらいということで、これは私人の同意を求めるものではありませんけれども、

十分な説明がなされたのかどうかということが逆に把握しづらいという部分もございまし

て、ここに、説明会開催などより厳格な手続の実施を引き続き努力義務として求めるとい

うようなことが書いてございますけれども、まさにそのとおりで、事務手続上はこの辺を

どういうふうにしていくのかなということが今、本県でも課題としてございまして、基礎

自治体である市町村との連携をどのように図っていくのかというのが課題なのかなと考え

ております。 

 以上です。ありがとうございます。 

○山内座長 

 ありがとうございます。 

 他にご発言のご希望はいらっしゃいます？ よろしいでしょうか。 

 そうすると今、先ほど。事務局は何かありますか。よろしいですか。ありがとうござい

ます。皆さんのご発言については事務局のほうからいろいろご回答いただいておりますが。 

 大貫委員、ご発言をご希望ということで、どうぞご発言ください。 

○大貫委員 

 すいません、終わりかけている時に。 

 １点だけ気に掛かったところがございまして、スライドの 22ページのところでございま

す。地域とのコミュニケーションの在り方のところの最後のポツです。説明会開催を含む

周辺地域への事前周知をＦＩＴ／ＦＩＰの認定申請要件として国が一律に定める。これは

かなり画期的なことだと思うんですけれども、後ろのほう、このところと関係して後ろの

ほうを見ますと、スライド 28ページのところは、これは認定の取り消しのところですけれ

ども、説明会開催につき虚偽申請がありということで書かれています。ここを照らし合わ
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せると、説明会を開催した、この実質のところは問わないという趣旨なのかどうかが少し

分からなくなりまして、那須塩原市のご発言にも、顔の見える説明会という話があったと

思うんです。説明会をただ形式的に開くというのではやはり十分ではないので、しかしな

がら、どういう実質を持った説明会であったのか。周知期間が十分だったのか。意見を聞

く聞き方がどうであったのか、論点提示がどうだったのかというのをやはり見ないといけ

ないとも思うのですが、これを認定申請要件として法令に、再エネ特措法に書き込む時っ

てどのような書き込み方をすることになるんでしょうか、というのをただ説明会をやりま

した、何かやりましたでいいのか。そのほうが簡単なわけですけれども、しかし、それで

いいわけではないので、ここはどんなふうに考えてらっしゃるか、教えていただけると幸

いです。 

○能村新エネルギー課長 

 事務局でございます。 

 資料の作成の関係で、個別の論点に対して先ほどご指摘いただきました 28ページ目のと

ころにつきましては、説明会の開催というところでの虚偽申請が仮にあった場合にはとい

うところで、取り消しも当然あるということでございましたけれども、もちろん簡便にや

れるところの内容の周知の場合、柔軟な手続きの場合であっても、これは虚偽でやってい

ない場合には、当然われわれとしては同じような指導等を行って、それでも改善しないと

いう場合には当然そのような認定の取り消しといったことから除外しているというもので

はなく、ここは資料の作成の関係で、説明会のところに特化した形で少し具体的に記させ

ていただきました。 

 虚偽の申請ということで、ここは具体的な開催のイメージとか、実際に添付書類などを

含めて、そういったもので虚偽があった場合には、分かりやすさの観点でこういうことを

記載させていただきましたけれども、柔軟な手続きというところで、実際に何ら周知もし

ていないということで、この事前周知の要件化は低圧など小規模な場合にもかけていくと

いうことの立て付けの中で、実際にやっていないといった虚偽の場合にどうしていくのか

ということについては、同じくしっかりと検討を要するものだと考えてございますので、

しっかりと今後このような虚偽があった場合などについては、同様の方向性で検討を加え

ていくことになるのではないかなというふうに思っているところでございます。 

 ただ、先生もおっしゃっていただいているような形式面と実質面のところについては非

常に難しい論点でございますので、ここについてもさらに具体的に要件化していく中で、

法文上の規程類の書き方を含めて、しっかりとワーキングでの議論も踏まえながら、さら

に検討を加えていきたいなと思っているところでございます。 

 事務局からの補足は以上でございます。 

○大貫委員 

 ありがとうございました。 

○山内座長 
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 よろしいですか。ありがとうございます。もう少し補足を考えていくということでござ

います。 

 他にいかがでしょうか。特によろしゅうございますか。ありがとうございました。 

 今日は先ほども申し上げましたように、大きく分けると４つです。論点をご議論いただ

いたわけですけれども、全般を伺っていて特に大きく何かここのところをこういうふうに

反対するというようなことはなかったように私は思いました。 

 まず、立地の条件等に応じた手続き強化ということについては、これは周辺土地の土地

開発に関わる許認可をＦＩＴ申請の要件として求めていくということで。これについても

大体ご同意いただけたというふうに考えております。 

 もちろん、風力とか地熱みたいに、環境アセス対象案件とか、あるいは温対法の促進区

域とか、手続き強化の例外というのが存在するというようなことで、これも大体ご同意い

ただいたかと思いますけれども、そういったところでバランスを取った現実的方向性で検

討するというようなことだと思います。従いまして、これについても実務的な詰めを行っ

ていただければよろしいのではないかなというふうに思っております。 

 それから、今もありました地域とのコミュニケーション要件化ということですけれども、

これは立地場所とか規模、それに応じて厳格な手続きを設けると、こういうことですかね。

これは事務局の案ですけれども、これについても大きな異論はなかったというふうに思っ

ております。 

 それで、今ありましたように、その具体的な内容についてはもうちょっと詰めるところ

があるかもしれませんが、大体その説明会の要件とか、そういったガイドライン等で具体

的に示すという事務局についてはこういう感じで進めていただくのがいいのではないかな

というふうに思っております。 

 それから、事業譲渡の件です。これは事業譲渡自体を禁止するというのはこれは事務局

からありましたけれども、財産権の関係で法的に許容される規制として困難というような

ことだと思います。 

 一方で、説明会など事前周知、要件化。これはコミュニケーションに入るかと思います

けれども、これについてもおおむね異論はなかったというふうに思いますので、これも皆

さんのご意見に留意して進めていただくということかというふうに思います。 

 それから、最後の認定事業者の責任明確化については、これはおおむね異論がなかった

というふうに考えております。 

 ということで、今ご指摘申し上げたような点にご留意いただいて、事務局のほうには早

期に具体化を進めるということでお願いしたいというふうに思います。 

 それで、次回ですけれども、最初のところで議論の赤枠で囲った以外のところです。開

発のほうから運転中の論点、これを中心に審議をしていただきたいと思いますので、ご準

備のほうは事務局でよろしくお願いしたいというふうに思います。というふうなことでよ

ろしゅうございますか。 
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 ということであれば、次回の開催について、これは事務局どうですか。 

○能村新エネルギー課長 

 事務局でございます。本日もご議論ありがとうございました。 

 次回の委員会でございますけれども、11 月下旬をめどに調整をさせていただいてござい

ますが、日程が決まり次第、経産省のホームページにてご案内させていただきます。 

 以上です。 

○山内座長 

 ということで、よろしくお願いいたします。 

 

３．閉会 

 

○山内座長 

 それでは、これをもちまして本日の会を閉会とさせていただきます。ご多忙中のところ、

非常に長時間、また熱心にご議論いただきました。誠にありがとうございました。 

○一同 

 ありがとうございました。 

 

 


